

























































































１ 協働研究へ依頼 （平成29年10 20 ） 
自治体 参加 状況 
A市 〇 市内3園にて11月中旬より試運用開始を予定 
B町 〇 町内2園にて11月中旬より試運用開始を予定 
C市 〇 市内2園にて11月中旬以降の試運用開始を予定 
D市 × 既存システム導入済みのため見送り 
E町 × 事業所が少ない点と人手が足りないため見送り 
F市 × 保育施設からの協力が得られず見送り 



















































































































































































































































































































































図１ 保育施設と各自治体の （ICT ） 
 
 図２には 治体をクラウドで結ぶことで
申請や承認がスムーズに行われる様子を図示した。 
 
 
 保育施設と自治体を結ぶクラウドシステム 
 
 その後、平成 28年に試験的に導入した滝沢市を始め、
この保育施設と自治体を結ぶ ICTは、保育施設や自治体
の管理方法にカスタマイズする形で、東北を中心に全国
へ展開することとなった。 
  
以下に、主な自治体と導入時期を示す。 
 
表２ 保育施設と自治体を結ぶシステムの自治体と導入時期 
自治体 導入時期 
八戸市（青森県） 平成30年7月 
階上町（青森県） 平成30年8月 
杉並区（東京都） 平成30年10月 
二戸市 令和2年4月 
新庄市（山形県） 令和3年4月 
一関市 令和3年4月 
東根市（山形県） 令和3年4月 
釜石市 令和3年4月 
由利本荘市（秋田県） 令和3年4月 
 
 これらの自治体の他にも、現在導入に向けてトライア
ルを行っている自治体もあることから、更にこの保育施
設や自治体をクラウドで結ぶシステムは内容を充実させ
ながら広がりをみせることになるであろう。 
 
４ 今後の具体的な展開 
 当初より本研究に協力いただいた自治体へのトライアルを
展開しながら、保育業務支援システムが特別なスキルを必
要としないことを周知し、小規模施設でも利用しやすいモデ
ルの開発を図っていく。 
 また、自治体担当者へのインタビューでも語られていたが、
保護者は自宅周辺や勤務先付近の保育施設を利用する。
そのため、保育施設の子どもが全て同じ自治体に居住して
いるとは限らない。 
 他の自治体に子どもの保育を依頼する場合、又はその反
対に他の自治体の子どもを保育する場合もある。その際に
は、保育を依頼した自治体が委託費を支払うことになる。自
治体のサービスは異なるため、この保育料の徴収もシステ
ム上運用での解決が課題となる。 
 また、COVID-19 により、保育施設での子どもへの感染症
対策が一気に進んだ。非接触型体温計で検温すれば、体
温だけではなく、顔認証システムで誰が何時に登園・降園し
たかまでが分かる装置が使われるようになっている。 
 この保育施設や自治体を結ぶICTも感染症対策やその他
の活用の仕方を模索していく。 
 
５ その他（参考文献・謝辞等） 
＜文献＞阿部考志・井上孝之・佐藤勝之・北上花恵「保育
施設と自治体での ICT を活用した成果事例」.滝沢市
IPUイノベーションフォーラム事例紹介講演.2017 
＜謝辞＞本研究にあたり岩手 ITの皆様をはじめ、各自治
体職員の方々や大勢の皆様にご協力をいただきました。
心より感謝申し上げます。また、井上孝之研究室の学生
さんにも改めて感謝を申し上げます。 
 
 
員で対応できるのではないか、として協働研究の導入ト
ライアルに積極的になれないことも理解できた。さらに、
保育施設側の ICT機器の不慣れなさが見送らざるを得な
いことも理由とされた。一方で、すでに導入された自治
体では広域連携による委託費を課題としていることもイ
ンタビューで得ることができた。 
これらの自治体の意見や、保育施設の声を元に、システ
ムのブラッシュアップとカスタマイズを行い、運用施設
の拡大を積極的に行った。 
 図１には、保育施設と各自治体の ICT導入前の様子を
示した。保育施設と自治体、それぞれの事務負担を表し
ている。 
 
図１ 保育施設と各自治体の状況（ICT導入前） 
 
 図２には、保育施設や自治体 クラウドで結ぶことで
申請や承認がスムーズに行われる様子を図示した。 
 
 
図２ 保育施設と自治体を結ぶクラウドシステム 
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